
豊田通商グループサプライチェーン・サステナビリティ行動指針 

 

【1】サプライチェーン・サステナビリティ行動指針 

１．人権の尊重 

「豊田通商グループ 人権方針」を理解、支持し、実行に努める。 

従業員の人権を尊重し、ハラスメント、虐待、体罰等の非人道的な扱いを行わない。 

人権デューデリジェンスの仕組みを通じて、事業上の人権への負の影響を特定し、その防止、

または軽減を図るよう努める。 

 

２．強制労働・児童労働の禁止 

いかなる形態の現代奴隷も認めず、強制的な労働を禁止し、すべての労働が自発的であり、

従業員が自由に離職できる権利を保証する。 

雇用プロセスの一環として、関連する法令をすべて遵守した雇用条件を含む、母国語で記述

された雇用契約書をすべての従業員に提供する。 

外国人労働者を含む移住労働者の雇用にあたっては、強制労働に繋がる公的な身分証明書や

労働許可証等の引き渡しや、採用決定後の手数料および費用等の国際規範上不当とみなされ

る費用の徴収等を行わないよう努める。 

子どもから教育機会を奪い、その発達を阻害するような早い年齢から仕事をさせる児童労働

を認めない。 

就労可能年齢は 15 歳、各国該当法令等による就労最低年齢または義務教育終了年齢いずれ

か最高のものとする。 

18 歳未満の従業員を危険有害業務に使用しない。 

職業訓練や見習については、各国該当法令等が認めている範囲のみで就労可能とする。 

 

３．労働時間・不当な低賃金労働の防止 

超過勤務を含む従業員の労働時間、休日、休暇を適切に管理し、過度な長時間勤務の削減に

努める。 

各国の法定労働時間を遵守の上、自社が定める最大労働時間の厳守を徹底する。 

時間外労働および法的に義務付けられている福利厚生に関連する法律を含め、適用される賃

金に関するすべての各国法令を遵守の上、不当な賃金減額を行わず、最低賃金を上回る賃金

の遵守および生活賃金を上回る賃金の支払いに努める。 

 

４．差別・ハラスメントの撤廃 

性別、年齢、出身、国籍、人種、皮膚の色、民族、宗教、性自認、性的指向、妊娠、障がい、

政治的見解等を理由としたすべての差別・ハラスメントを行わない。 

 

５．結社の自由の尊重 

従業員が自由に結社する権利または結社しない権利を、事業活動を行う国の該当法令等に基

づいて認め、支持、尊重する。 

従業員が経営層へ、報復、脅迫や嫌がらせをおそれずに、オープンで直接コミュニケーショ

ンできる権利を保証する。 

 

６．労働環境の整備 

従業員の安全と健康の確保を最優先とし、安全で衛生的かつ健康的な労働環境の提供に努め

る。 

労働安全衛生マネジメントシステムを利用し、安全衛生水準の維持とさらなる向上を目指す。 

快適かつ健康的な職場形成を進めるため、全社員に対し安全衛生確保に必要かつ充分な教

育・訓練を適切な言語で実施する。 

適切な火災報知器および消火設備、適切な非常口の設置などを含む、緊急時の生命、環境、

および財産への損害を最小限に抑えるための対策・訓練を適切な言語で実施する。 

労働者の身体に負荷のかかる作業や、生産機械およびその他の機械の安全上の危険を特定、

評価し、関連する法令を遵守の上、物理的な保護の設置などにより適切に管理する。 

健康増進の機会提供や疾病予防の啓発等を通じて、従業員の健康づくりの支援に努める。 

 

７．地球環境への配慮 

「豊田通商グループ 環境方針」を理解、支持し、実行に努める。 

環境保全に関する国際的な宣言、規約、条約、および事業展開をしている国や地域の法規制、

その他業界基準などを遵守する。 

気候変動へ対応し、カーボンニュートラル社会の実現を目指す。 

水資源の管理によって、持続可能な水資源の確保に努める。 

生物多様性保全と事業活動を両立し、ネイチャーポジティブの実現に貢献する。 

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染の抑制・削減・撲滅に取り組む。 

化学物質への対応によって、有害物質の代替や使用を最小限に抑える。 

資源循環と廃棄物管理によって、持続可能な社会づくりに貢献する。 

環境マネジメントシステムを構築し、継続的改善を目指す。 

環境教育によって、ステークホルダーと環境への意識向上を図る。 

社会との連携・協力によって、環境課題のステークホルダーエンゲージメントに努める。 

情報開示によって、環境に関する情報を広く社会と共有する。 

環境課題の多面性を考慮した対応に努める。 

 

８．公正な取引および腐敗防止の徹底 

関係法令および国際的なルールを遵守し、利益相反・反競争的慣行・贈収賄の防止、輸出入

手続・納税義務の履行を含む公正な取引および腐敗防止を徹底する。 

 

９．品質・安全性の確保 

商品やサービスの品質・安全性を確保する。 

 

１０．地域コミュニティへの貢献 

地域社会の権利と生活を守るとともに、地域コミュニティの一員として地域に貢献する。 



１１．責任ある調達 

「豊田通商グループ 責任ある調達に関する考え方」を理解、支持し、実行に努め、環境・

社会課題が指摘されている商品の使用による負の影響を考慮した調達活動を行う。 

 

１２．情報セキュリティ 

機密情報・個人情報を厳重に管理し、適正な範囲で利用し、保護する。 

自社が保有あるいは自社に帰属する知的財産権を保護する。 

 

【2】環境・社会責任に対する管理体制の構築  

１３．経営者の責任 

企業の環境・社会責任に対する方針を経営層が承認し、会社における責任者を特定の上、管

理体制を構築し活動を実施する。 

経営層は、構築した管理体制に基づく活動の有効性を定期的に評価する。 

 

１４．改善目標 

環境・社会責任に関する明確な目標と実施計画を設定し、定期的に評価する。 

 

１５．研修・トレーニング 

本指針に関する企業の方針・取り組み・目標を実施するために、従業員への継続的な教育プ

ログラムを提供する。 

 

１６．苦情処理メカニズム 

あらゆるステークホルダーを対象に、国際行動規範、各国の国内規範等への違反もしくは、

違反を疑われる案件に関する懸念や苦 

情に対応すべく、通報や苦情処理の仕組みの構築に努める。 

 

１７．情報開示 

上記に関する情報の適時・適切な開示を行う。 

 

１８．ステークホルダーとの協議 

ステークホルダーとの相互理解、信頼関係の維持・発展に取り組む。 

 

【3】本指針の順守について  

１９．モニタリング 

当社はサプライヤー様との協働を通じて、サプライヤーの皆様の環境・社会責任に関する活

動とその実績の継続的な向上に努めます。また本指針の順守状況を把握するため、サプライ

ヤー様とのコミュニケーションを深めるとともに、定期的な調査を実施させていただきます。

また活動地域や事業内容から、必要と判断した場合には、現地を訪問し活動状況の確認を行

わせていただきます。 

第三者の監査の形式をとる場合においても、ご協力をお願いいたします。 

２０．是正・救済 

本指針に反する問題が発生した場合は、迅速にご報告頂き、当社とともに改善に取り組んで

いただくようお願い致します。万一、 

適切な改善の取り組みがなされない場合には、取引見直しを検討させていただく可能性がご

ざいます。 
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